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緒 言
　東京医科大学病院は平成5年11月26日に特定機
能病院1）として承認された．当院の許可病床数は
1，080床であるが，実働病床数は平成6年7月1日
現在，1，010床で，職員は約2，190名が在職してい
る．今回我々は，特定機能病院承認前・後の6カ月
間の収支バランスより特定機能病院として対応する
問題と今後の展望を検討した．
方 法
平成4年12月1日より平成5年5月31日までの
6カ月間を承認前群，承認を受けた平成5年12月1
日より平成6年5月31日までの6カ月間を承認後
群として入院・外来の部門別にその総収入・総支出
に対する構成比と前年度との伸び率から検討を加え
た．
結 果
　1．患者動態
　〈外来部門〉延べ患者数における承認前・後の比較
では2％の伸びが認められた（表1）．しかしそのう
ち新規患者数は約1．7％と減少していた．承認後の
新規患者のうち紹介状を持参しないで特定療養費1）
表1　患者動態
入　　院 外　　来
承認前群 承認後部 前後比（％） 承認前群 承認町民 前後比（％）
延べ患者数
V規患者数
177，877
@4，363
@　　人
172，536
@4，823
@　　人
97．0
P10．5
@　　％
373，616
S3，375
@　　人
381，889
S2，642
i22，837）人
102．2
X8．3
@　　％
平均在院日数 37．69
@　日
34．92
@　日
一2．77（日）
（）内は特定療養費支払い患者数
承認前：平成4年12月～平成5年5月
承認後：平成5年12月～平成6年5月
キーワード：特定機能病院，収支バランス，紹介率．
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算定式＝・［（初診紹介加算患者数＋救急車搬入患者数）÷初診患者総数］＊100
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30
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28
27
平成5年12月　　　　　平成6年2月　　　　　平成6年4月　　　　※平成6年6月
　　　　平成6年1月　　　　　平成6年3月　　　　　平成6年5月　　　　※平成6年7月
　　　　　　　　　　　　図1　外来患者紹介率
を支払ったのは54％と約半数を占めていた．
　〈入院部門〉延べ患者数は承認後に3％減少して
いたが，新規入院患者数は10．5％の増加を来してい
た．このことは紹介される患者層が入院を目的とし
て来院していることに由来していると思われる．ま
た紹介患者の入院に際しより重症な患者が紹介さ
れ，在院日数が延長する傾向になっているわけでは
ない．承認前・後の平均在院日数の比較では特III類
の看護基準達成のためか2．77日の減少となってい
た．承認前・後における入院病床の基準の変化は，
承認前には特II類病棟が18病棟，特III類病棟は
7病棟であった．承認後面II類病棟は13病棟に減
少し，特III類病棟は12病棟へと増加し，看護基準
のグレイドが高くなった．特II類から特III類への
内訳は外科病棟，整形外科病棟，神経科・老年病科・
眼科の混合病棟，内科系混合病棟，循環器内科病棟
であり，この変更により実働病床数は1，025床より
1，010床に減少していた．
　2．紹介率
　図1に承認以来の診療報酬上の紹介率2）の変化を
示した．初期の目的である紹介率30％以上の達成に
は，平成6年7月までかかっている．ただし医療法
上での紹介率3）は約37～38％を維持してきた．
　3．医業収入状況
　く外来部門〉表2は収入構成比および前年度との
伸び率を表している．まず構成比上での変化では，
初診料・手術麻酔料が0．4％と僅かの増加に留まつ
構成比
初診
再診
指導
在宅療養
投薬
注射
処方
表2外来収入構成比・伸び率
　　承認前群
　　　　2．02
　　　　5．67
　　　　0．99
手術・麻酔
検査
画像診断
処方箋
その他
他外来収入
7．67
41．27
5．63
2．18
4．58
19．24
8．45
0．02
1．71
0．56
承認後側 伸び率
2．45 134．7
5．32 103．8
1．05 117．4
9．60 138．6
39．50 106．0
5．70 112．0
1．94 98．4
4．90 118．6
18．66 107．4
8．37 109．7
0．03 122．4
1．60 103．4
0．89 175．6
平　均 110．7
o／o
ていたが，在宅医療費については在宅療養の指導並
びに強化によって2％の増加に結びついていた．な
お，特定療養費は初診料に含まれているので特定療
養費を除いた初診料はやや低下と算定できた．再診
料・注射料・検査料は僅かに低下しており，特に投
薬料は2％と低下が著しく認められた．しかしなが
ら構成比に対し伸び率でみると，処方料のみが
1．7％低下しているだけで，その他は全て増収とな
っており，平均で10．7％の増収となっていた．また
一人当たり単価でみると，処方料のみが3．6％と減
少しているだけで，全体では8．4％の伸び率であっ
（2）
1995年7月 北村他9名：特定機能病院承認前・後の収支バランス 一　589　一
　構成比
　入院料
　投出
　注射
　処置
手術・麻酔
　検査
画像診断
　その他
　分娩料
特定室料金
他入院収入
表3入院収入構成比・伸び率
　　承認前群
　　　31．58
　　　　3．07
　　　15．99
　　　　1．85
　　　17．68
　　　　9．35
　　　　6．64
　　　　1．01
　　　　1．24
　　　11．40
　　　　0．19
承認平群 伸び率
33．17 111．5
2．96 102．3
14．94 99．2
2．08 119．5
17．73 106．4
9．08 102．5
6．64 106．2
1．06 111．4
1．42 121．8
10．76 100．2
0．20 117．1
平　均 106．2
表4医療支出構成比・伸び率
　　承認前群
　医薬品費
医療材料費
医療消耗品費
医療委託費
患者給食費
　人件費
　その他
27．44
7．65
0．08
1．25
1．26
43．61
18．72
o／o
承認後群 伸び率
31．79 126．6
5．28 75．5
0．05 73．2
1．30 113．9
1．16 100．5
44．11 110．5
16．31 95．2
平　均 109．3
％
た．
　〈入院部門〉表3は収入構成比および前年度との
伸び率を表している．構成比上での変化では，処置
料・手術麻酔料・分娩料等が僅かの増加に過ぎなか
ったが，病床数減少にも拘わらず，基準看護の特III
類を導入したためと思われる入院料の増加が約2％
近くあった．しかし，新規患者数の増加にもかかわ
らず投薬料・注射料・検査料は僅かながら減少して
いた．この原因は，薬価の引き下げ，検査料の引き
下げが大きく関与していたものと推測される．前年
度との伸び率でみると，注射料のみが減少している
だけで，入院料の11％増収を筆頭に平均では6．2％
の増収となっていた．一人当たりの単価でみると，
全体では3．3％の伸び率であったが，投薬料，注射
料，検査料，特定室料は減少していた．外来部門に
おけると同様に薬価引き下げ，検査料引き下げの影
響と思われた．
　4．医業支出状況
　表4は医療支出構成比とその伸び率を示してい
る．承認前・後で医薬品費・医療委託費・人件費の
構成比が著名に増加しているのが認められる一方，
医療材料費・医療消耗品費は極端に押えられている
ことが判明した．前年度との伸び率で比較すると医
薬品費が26．6％，人件費は10．5％も増加し，全体
の総支出の伸び率は9。3％の増加に至っており，収
入を追い越していることが判明した．この平な薬価
の変化や医療材料費・医療消耗品費などの高騰が表
現されたことで，どんなに職員が努力をして支出の
節約を図ったとしても，今後消費税の上乗せがはっ
きりすれば，更に支出の増額が目に見えてくる．さ
らに感染対策費・医療廃棄物処理費などの目に見え
ない部分での高騰があり，対応する諸経費の捻出に
苦慮することが推測される．
考 案
　東京医科大学病院が特定機能病院として，すなわ
ち高度の医療を提供し，また研究開発とその評価，
さらに研修機関としての機能を持った病院として成
立するためには，現状を的確に把握する必要性（安
定性・収益性・費用適正性・生産性・機能，サービ
ス面などの指標の検討）がある．今回これらの要素
のうちの部分的な指標として収支バランスを基に検
討を加えてみた．
　経営の安定化は収入の増大と支出の削減にあるこ
とから収支バランスを検討した結果では，承認前・
後の外来・入院部門の総収入の伸び率は8％で，総
支出の伸び率は9．3％となっていた．また承認前の
収支比率（総支出／総収入）は1．09から，承認後の
収支比率は1．11となり明らかに赤字率は増加して
いた．
　1．患者動態について
　紹介率向上を来すための諸種システムの構築は暫
時できあがりつつあるものの，現時点では近隣同窓
など大学関係者からの紹介が主で，一般の開業医か
らの紹介は若干不十分なままであった．故に30％達
成にはやや時間がかかり，今後益々の効率化された
システムの完成が望まれる．このため現在では病診
連携推進委員会を結成し，機能的に活動が行われ，
効果も徐々に上がっている．また新規外来患者の減
少は，恐らく特定機能病院として紹介がないと受診
できないと解釈する患者群がいたのではないかと推
（3）
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測された．
　2．収入について
　国政による病床数削減並びに医療費抑制政策の下
では医療収入の増加には限度があるものと思われ
る．高度先進医療は収入の増大はあるもののそれに
伴う材料費・人件費など支出の増大もより大きく，
経済効率からみれば消費税分だけさらに赤字率を増
加させる結果になりかねない．しかしながら我々は，
医療収入の増収を図る上で，基準看護の特II類から
特III類へのグレイドの向上や，在宅療養の推進・
強化などの努力をより施行することが必要である．
さらに今後6人部屋の解消は，病床数の削減に繋が
り，直接的に入院費の減収をきたすことが明白で早
期にその対策を考慮せねばならない．
　3．支出について
　薬価の引き下げ・医療材料など医療原価率の増加
に対応し，職員間で努力した結果が医療材料費・医
療消耗品費の大幅な伸び率の低下をきして支出を抑
制したものの，医療委託費の高騰・人件費の高騰な
どで焼け石に水の状態となった．その大きな支出の
増大となっている人件費率は43％～44％とみかけ
上では経営効率からみて健全であるが，大学教員人
件費は総人件費の約21％　に過ぎず，その伸び率は
6％であり，そのうえ多くの臨床研呪医・研究医・
大学院生半の身分保障のない存在が隠れている．こ
のような人材と教職員の人件費が大きく押えられて
いる状態が大学病院として成立している要因であ
る．さらに配置基準に沿うための看護婦など，その
他職員の増加が人件費の増加に大きく関与してくる
ことが明白で，当面大学病院として人件費に関して
今後さらなる検討が必要と思われる．そのうえ昨今
整備を唱われている感染対策費・医療廃棄物処理費
などに関わる費用は年々増加の一途をたどってい
る．現在の医療費には，大学病院として教育・研究・
診療に果たす役割を踏まえ，特定機能病院として高
度なそして良質な医療・快適な環境を提供するため
のこれら諸般の条件の整備費は組み込まれておら
ず4），最低条件を満たすためのキャピタルコストも
含まれていない状況である．川淵のいうごとく5）わ
が国においても入院環境料・療養環境加算などのキ
ャピタルコストを踏まえた改正点も新設され，より
明確な指導・誘導が今後さらに必要と思われる．
結 論
　特定機能病院となって紹介率の向上，高度先進医
療の実施，特III類基準看護体制の確保など医療収
入の増加を図ったが，医療支出の増加もそれを上回
り，赤字収支比率となった．高度医療機関ほど消費
税の負担は大きくなるとの報告6）からしても，この
うえ消費税の上乗せを考えると早急な収支対策が必
要と思われ，根本的な医療・医業の理念の検討が必
要と思われる．
　また将来大学病院における医療・教育・研修・開
発の制度的見直しが必要と思われるが，それをどの
ようにファイナンスするか，研究・開発・教育のた
めの費用負担，あるいは財源調達などその厳しさは
暫増しており，特定機能病院としてその経済的基盤
の確保される経済的誘導が明示されるべきと思われ
る．
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